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基発 1027第 3号

平成 21年 10月 27日
. 

都道府県労働局長殿

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

「緊急雇用対策」を踏まえた取組について

現下の雇用失業情勢を受けて、平成21年10月23日、「緊急雇用対策」が取りまと

められたところである。労働基準行政においては、これまで、平成20年 12月9日付

け地発第 1209001号・基発第 1209001号「経済情勢の悪化を踏まえた適切な行政運営

について」、同月 10日付け基発第 1210009号・職発第 1210002号「労働者派遣契約の

中途解除等への対応についてJ等により、労働基準法(昭和22年法律第49号)等に

定める法定労働条件の確保を図るための監督指導を行うとともに、解雇や雇止め等労

働者の生活に重大な影響を与える事案については、労働基準法等に違反しない場合で

あっても労働契約法(平成 19年法律第 128号)や裁判例等に照らし不適切な取扱いが

行われることがないよう、各種機会を利用して啓発指導を実施してきたところである。

ついては、現下の厳しい雇用失業情勢下における今後の取組については、これまでの

指示と併せ、下記により取り組むこととするので、その的確な実施を期されたい。

なお、本日付けで職業安定局長から都道府県労働局長に対し、i.JIJ添のとおり緊急雇

用対策に関して通達が発出されたところであるが、その中で、労働基準行政との連携

を図るとされている事項についても、併せて適切に対応されたい。

日し】=一E一ロ

1 大型倒産、大量整理解雇等の情報の把握に努め、労働基準法等に定める法定労働

条件上の問題のある事業場を把握した場合には、労働基準法に定める解雇、賃金等

の規定に係る法違反の未然防止やその早期是正に向け、迅速な監督指導を実施する

こと。

なお、未払賃金の立替払を要する事案を把握した場合には、労働者の速やかな救

済のため迅速かっ適正な処理を図ること。

また、解雇・雇止め等について、労働契約法や裁判例等に照らして不適切な取扱

いが行われることのないよう啓発指導の実施に努めること。





2 特に、労働者派遣契約の中途解除等及び新規学校卒業者の採用内定取消し等につ

いては、以下により適切に指導すること。

(1) 労働者派遣契約の中途解除等を契機とする解雇等については、労働契約法や

裁判例等に照らし不適切な取扱いが行われることのないようパンフレット等を

活用した啓発指導を徹底すること。その際には、労働契約法第 17条について周

知するとともに、派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針(平成 11年労働省

告示第 137号。以下「派遣元指針」という。)において、労働者派遣契約の解除

に係る派遣先による派遣元への損害の賠償が定められたこと等を踏まえ、労働

者派遣契約の中途解除が行われた場合には、当該労働者派遣契約に係る派遣先

と連携して、当該労働者派遣契約に係る派遣労働者の新たな就業機会の確保を

図り、これができない場合には、まず休業等を行うようにすべきこと等につい

て十分な周知を図ること。

なお、偽装請負や労働者派遣契約の中途解除等に係る監督指導等に当たって

は、必要に応じて職業安定行政との連携を図ること。

また、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備

等に関する法律(昭和 60年法律第88号)、派遣元指針・派遣先が講ずべき措置

に関する指針(平成 11年労働省告示第 138号)等の周知に当たっては、各種集

団指導時にその機会を設けるなど職業安定行政との連携を図ること。

(2) 新規学校卒業者の採用内定取消しについては、採用内定により労働契約が成

立したと認められる場合は解雇に当たり、労働契約法第 16条の解雇権の濫用に

ついての規定が適用されること、また、入職時期繰下げのうち入社日の延期に

ついては、原則として採用内定者の同意を得る必要があることなど、労働契約

法や裁判例等に照らし不適切な取扱いが行われることのないよう、来春の入社

時期に向け機会を捉えて適切な啓発指導を行うこと。

また、入職時期繰下げのうち自宅待機については、その期間について、労働

基準法第26条に定める休業手当の支払が必要となることから、職業安定機関か

らの情報提供があった場合などには、速やかに監督指導を行うこと。





別添

職発 10 2 7第 3号

平成21年 10月 27日

各都道府県労働局長殿

厚生労働省職業安定局長

(公印省略)

「緊急雇用対策」を踏まえた取組について

現下の雇用失業情勢は、 8月の完全失業率が 5.5%、有効求人倍率が 0.42倍

と総じて過去最も悪い水準となっており、有効求職者数の増加が続くなど、さ

らに厳しさを増していると認識している。

このような情勢を受けて、政府は 10月 23日、①緊急的な支援措置、②「緊

急雇用創造プログラム」の推進を柱とする[緊急雇用対策」を取りまとめた(別

添 1)。

各都道府県労働局において取り組んでいただく事項は下記の通りであるの

で、これまでの累次の雇用対策とあわせ、その速やかな実施に遺漏なきを期さ

れたい。

記

第1 緊急雇用対策における重点事項

緊急雇用対策では、国民が抱える不安に対応し、政府を挙げて雇用の確保

に取り組むことが重要であり、特に、①緊急人材育成支援事業の訓練受講者

の今後の増加、②平成 22年度分の緊急雇用創出事業の平成21年度への前倒

し執行により、平成21年度末までに 10万人程度の雇用下支え・雇用意Ij出の

追加的効果を見込んでいるところである。各都道府県労働局(以下「各労働

局」という。)におかれては、組織一丸となって取り組むことにより、一人

でも多くの求職者を就職に結びつけるよう、これらについて特に重点的に取

り組まれたい。

第2 緊急的な支援措置

l 実効ある「ワンストップ・サービス」など支援態勢の強化
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(1) rワンストップ・サービス・デイJの開催
住居の確保、生活の維持等生活面での困難を有する求職者に対する支援

として、昨年 12月に就職安定資金融資制度が創設され、本年 7月から緊

急人材育成支援事業による職業訓練及び訓練・生活支援給付が開始され、

さらに、本年 10月からは、地方公共団体等により住宅手当緊急特別措置

事業、生活福祉資金貸付事業、臨時特例つなぎ資金貸付事業が実施される

など、いわゆる第2のセーフテイネットの拡充が図られてきたところであ

る。

雇用失業情勢がさらに厳しさを増している中、公共職業安定所(以下「安

定所」という。)が行う就職支援と、自治体等の関係機関が行う住宅・生

活支援の相談・手続のサービスを 1箇所で行うことができるようにするた

め、今般、安定所において、住宅・生活支援を行う関係機関が参集して、

「ワンストップ・サービス・デイ」を開催することとする。

ワンストップ・サービス・デイについては、本年Il月下旬に東京、大

阪、愛知等の安定所において、試行実施し、そのニーズ等を踏まえ、その

後の定期開催等を検討することとしているが、具体的な実施時期、実施箇

所、実施内容等については、今後設置される「緊急支援アクションチーム」

において検討されることとなっている。

木検討を踏まえた対応については、追って通知することとしているが、

ワンストップ・サービス・デイを実施することとなる各労働局において

は、効果的な実施に向けて、関係機関と密接な連携を図りつつ、迅速な対

応をお願いする。

(2 )労働局・安定所の総力を挙げた戦略的・効果的な求人開拓及び求人充

足対策の実施

8月の有効求人倍率が 0.42倍と厳しい雇用失業情勢の中、求職者の再就

職促進のためには、応募可能な求人を確保することが最重要課題となって

いる。

既に各労働局に対しては、平成21年 B月31日付け職発0831第2号「現

下の雇用失業情勢を踏まえた取組についてJ(本項目において「通達」と

いう。)及び平成21年s月 31日付け職首発 0831第 2号「現下の雇用失業
情勢を踏まえた職業紹介業務の推進についてJ(本項目において「内かん」

という。)により、労働局幹部、安定所幹部、求人部門を中心とした安定

所の職員及び求人開拓推進員等、労働局・安定所の総力を挙げた求人開拓

の実施を指示しているところであるが、年末年始に向け、一人でも多くの

求職者が就職できるよう、労働局長が先頭に立ち、一層の取組強化をお願
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いする。

なお、求人開拓の効果を最大限とするためにも、①様々な情報を端緒に

して求人可能性の高い事業所を戦略的に絞り込むこと、②実習型雇用支援

事業など事業主にとって有用なメニューについての情報を併せて提供する

ことで事業主の求人インセンティブを引き出すこと、を徹底されたい。

また、通達及び内かんにより、求人充足対策の強化を指示しているとこ

ろであるが、一人でも多くの求職者が就職できるよう、年末年始に向け、

求人開拓の一層の強化と併せて、求人充足対策も一層の強化をお願いする。

さらに、緊急雇用対策が、年末年始も視野に入れ、貧困・困窮者等への

支援に最優先で取り組むことを主眼に置いていることを踏まえ、年末年始

の短期雇用の求人v 住み込み可能求人、寮付き求人等についても積極的な

求人開拓及び求人充足対策の対象とされたい。

( 3)安定所での担当者制による中高年齢者に対する再就職支援

中高年齢者は、世帯主が多い年齢層であることにより賃金面でのミスマ

ッチが生じやすく、また、これまで長年従事した職種以外への転換が困難

である等の理由により再就職が困難であり、失業が長期化するおそれが高

いことから〈支援の必要性が高い者については、早期かっ的確な支援を実

施する必要がある。

このため、これまでも中高年齢者を含めて、雇用保険受給資格者のうち

特に早期の再就職の意欲が高い者であって、支援の必要性が高い求職者に

対して、早期就職専任支援員(就職支援ナピゲーター。本項目において「ナ

ピゲーター」という。)による個々のニーズを踏まえた計画的で一貫した

担当者制による支援を実施してきたところであるが、今般、中高年齢求職

者の大幅な増加やその再就職が困難であること等を考慮し、ナビゲーター

による支援対象者の選定の際、一定数以上を中高年齢者とすることにより

重点的な再就職支援を実施すること。

なお、中高年齢者の支援対象者の選定に当たっては、非自発的離職者の

うち就職を急ぐ者等を中心として選定すること。

(4)障害者に対する就職支援の強化

平成 21年 8月 31日付け職発 0831第 2号「現下の雇用失業情勢を踏ま

えた取組について」にて指示した労働局幹部による経済団体等に対する障

害者向けの求人提出の要請を引き続き実施することにより、求人を確保し、

解雇等やむなく離職に至った者をはじめとする障害者の就職を促進するこ

と。
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(5)求職者総合支援センターと安定所の連携強化

国の行う職業相談・職業紹介等の業務と都道府県等の行う生活・就労相

談との一体的な実施については、「緊急雇用意IJ出事業実施要領J(平成 21

年 5月 29日付け職発第 0529003号別添)及び「総合的就業・生活支援

事業実施要領J(平成21年 1月 30日付け職発第0130011号別添1)に基

づき、地域の実情に応じて取り組んでいただいているところであるが、雇

用情勢が一段と厳しさを増す中、住居の確保や生計の維持等の生活に関す

る支援をともに必要とする求職者が増加しているものと考えられる。こう

した求職者に対し、その必要とする支援を円滑に提供するためには、求職

者総合支援センターにおける相談のほか、求職者が訪れる安定所において

生活に関する相談を提供することも効果的と考えられる。

このため、生活・就労相談支援事業を実施する都道府県等においては、

各労働局と協議の上、可能な限り、求職者総合支援センターの生活・就労

相談担当者による巡回相談を、生活・就労相談を必要とする求職者の利用

が見込まれる安定所において実施することについて、積極的に取り組むよ

う各都道府県に対し通知することとしている。

ついては、総合的就業・生活支援事業を実施している各労働局において

は、生活・就労相談支援事業を実施している都道府県、政令指定都市又は

中核市等に対し、ニーズが見込まれる安定所での求職者総合支援センター

の生活・就労相談担当者による巡回相談の実施につき働きかけるととも

に、実施可能な場合には、当該都道府県等と連携を図り、その円滑な実施

に取り組まれたい。

なお、「非正規労働者就労支援事業運営要領J(平成 20年 II月 27日付

け職発第 1127003号別添1)に規定する非正規労働者就労支援センター

及び同コーナー設置所については、特に生活に関する支援を必要とする求

職者が多いと考えられるため、重点的に巡回相談を実施するよう働きかけ

をお願いする。

( 6 )安定所における公的賃貸住宅情報の提供の充実

離職者の公的賃貸住宅への緊急一時入居の実施等、国土交通省が行う居

住安定確保対策に関しては、平成 20年 12月 25日付け職首発第 1225001号

「国土交通省における離職者の居住安定確保に向けた対策との連携・協力

についてJに基づき、公営住宅担当部署との連携、協力をお願いしている

ところであるが、現下の厳しい雇用失業情勢を踏まえ、住居を失った離職

者の住居確保をさらに円滑に支援してできるよう、今後、国土交通省が各
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都道府県等に対して、離職者が利用可能な公的賃貸住宅情報を取りまとめ

て各労働局に提供するよう要請を行うこととしている。安定所においては、

これを受けて、別途通知するところにより地方公共団体及び関係機関との

一層緊密な連携を図りながら、離職者に対する公的賃貸住宅情報の提供の

充実を図ることとする。

また、国家公務員宿舎については、地方公共団体からの要望に基づいて

離職者用の緊急支援として各省庁から使用許可がされ、地方公共団体がこ

れを離職者に対して貸出しすることが可能とされているところであり、 h

の取組の活用を図ること。

(7)緊急人材育成支援事業の活用について

ア 緊急人材育成支援事業の活用

緊急人材育成支援事業は雇用保険を受給できない求職者等に対する新

たなセーフテイネットとして、その積極的な活用が期待されているとこ

ろであり、同事業により実施される職業訓練(以下「基金訓練」という。)

については、緊急雇用対策において、平成 21年内に地域のニーズを踏

まえ、情報処理技術、介護・福祉、医療等の分野を中心に、約 5万人分

の定員の確保を目指すこととしているところである。

確保した定員を充足させるためには、本省及び各労働局が一体となっ

て、緊急人材育成支援事業の活用促進に取り組む必要があり、本省が率

先して周知等に取り組むことに加え、各労働局においても求職者への周

知及び完全充足への取組を一層強化する必要がある。

このため、本省においては、幅広い周知を行うために、ハローワーク

インターネットサービスのトップページの改善、コンビニエンスストア

へのリーフレットの設置及び厚生労働省ホームページの改善等を予定し

ており、中央職業能力開発協会においても、幅広い周知を行うために、

主要 ]R駅へのポスター掲示等を予定している。

各労働局については、安定所を利用する求職者への周知の徹底等及び

完全充足への取組の一層の強化のため、平成 21年 B月 13日付け職首発

0813第 I号、能能発 0813第 l号「基金訓練に係る積極的な情報提供及

び誘導等についての留意事項についてj により指示した完全充足のため

の取組を徹底することに加え、①各労働局のホームページを求職者から

見てより分かりやすく改善、②総合受付及び職業相談窓口における周知

の徹底、③新たに作成する大型ポスターの掲示等による庁舎内における

周知の徹底、④訓練コースの設定を求職者のニーズに合ったものとする

ための(独)雇用・能力開発機構(本項目において「機構Jという。)
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都道府県センターとの密接な連携、等の実施をお願いすることとしてお

り、詳細は別途指示する。

なお、新卒無業者(未就職卒業者)についても、「緊急人材育成支援

事業業務取扱要領(職業安定機関関係)J (平成 21年 7月 10日付け職発

0710第 16号、能発 0710第 13号 rr緊急人材育成支援事業業務取扱要領
(職業安定機関関係)Jの策定についてJJllj添)に定める基金訓練及び

訓練・生活支援給付の対象者の要件を満たした場合は、基金訓練の受講

及び訓練・生活支援給付の活用が可能であるため、積極的な周知をお願

いする。

イ 日系人等離職者への支援

日系人等集住地区において、再就職支援を図るため、日本語能力が十

分でない日系人等離職者を対象に、日本語能力に阻慮した職業訓練を緊

急人材育成支援事業を活用して実施することとしている。

このため、日系人等集住地域の労働局においては、日系人等離職者の

訓練ニーズを積極的に把握し、適切な訓練設定になるよう機構都道府県

センターに必要な情報を提供するとともに、訓練が設定された場合は、

求職者への積極的な情報提供及び確実な誘導に努められたし、。

(8 )離職後の社員寮等への継続入居に係る事業主への配慮の要請について

解雇等による離職に伴い、労働者が社員寮等からの退去を余儀なくされ

る事案を把握した場合については、平成20年 12月9日付け職発第 1209001

号「非正規労働者、高年齢者、障害者、外国人労働者等の離職等に係る支

援等についてJに基づき、当該事業主に対し、離職後も一定期間の入居に

ついて配慮の要請を実施しているところである。現下の厳しい雇用失業情

勢を踏ま之、今後とも、引き続き当該事案の的確な把握に努めるとともに、

大量雇用変動の届出を受理する際に事業主より聴き取りをするなど各種の

方法により当該事案を把握した場合は「離職者住居支援給付金」の活用促

進を図りながら積極的に要請を図るようお願いする。

( 9 )地域自殺対策緊急強化基金等を活用した求職者等に対する心の健康相

談等の実施

自殺対策については、平成 19年に策定された自殺総合対策大綱に基づ

いて、安定所においても、職業相談に当たっての配慮、関係機関との連携

その他研修、普及啓発等自殺予防に資する取組を図っているところである。

このような中で、内関府においては、平成21年第1次補正予算により、

-6 -



都道府県において、当面の 3年間の対策に係る地域自殺対策緊急強化基金

を造成し、これにより、相談体制及び人材養成等地域の実情を踏まえた「地

域自殺対策緊急強化事業」を実施することとしている。

本事業又はこれに類する都道府県単独事業の一環として、地方公共団体

が弁護士、司法書士、社会福祉士、保健師、臨床心理士等の専門家による

倒産、多重債務に係る相談、心の健康相談等を行う場合に、地方公共団体

から安定所を活用した巡回相談を実施したい旨の要請があれば、安定所の

会議室、相談ブース等を提供することを可能とすることとしている。

安定所の会議室等の提供に当たっての留意事項については、男IJ途通知す

ることとするが、各労働局においては、地方公共団体からこうした要請が

あった場合には、必要な協力を図られたい。

2 新規学校卒業者の就職支援の強化

新規学校卒業者(以下「新卒者」という。)の就職環境について、新卒

者に係る求人数が前年同期と比較して大幅に減少するなど非常に厳しくな

っている状況を踏まえ、今般、緊急、雇用対策において、新卒者への支援は

緊急を要するものであり、最優先課題として全力で取り組むこととされた

ところである。

これを踏まえ、高卒就職ジョブサポーター及び大卒就職ジョブサボータ t

ーの緊急配備による支援態勢の強化等に取り組むこととするので、各労働

局においては、組織一丸となって新卒者の就職支援の一層の推進を図るこ

と。

なお、緊急雇用対策に盛り込まれている rr就活支援キャンペーン(仮
称)Jの展開Jの具体的な実施時期、実施内容等については、今後設置さ

れる「緊急支援アクションチームj において検討することとされており、

これを受けて各労働局が対応すべきことについては、追って指示する予定

である。

(1)高卒就職ジョブサポーター及び大卒就職ジョブサポーターの緊急配備

による支援態勢の強化

新卒者の就職支援態勢の強化のため、高卒就職ジョブサボーター及び大

卒就職ジョブサポーターの緊急的な追加配置を 11月から進めることとし

ている。具体的には、高卒就職ジョブサポーターについては、各労働局に

原則として l名以上、全国で 58名を追加配置することとするので、積極

的な学校訪問等により未内定生徒の把握に努め、学校等との連携の下、個

別求人開拓やきめ細かな職業相談等を行うことにより、一人でも多くの生
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徒の就職先の早期決定を支援すること。

また、大卒就職ジョブサポーターについては、大学、短大、高専、専修

学校の設置数等の多い労働局を中心に全国で 30名を追加配置することと

するので、積極的に大学等を訪問し、支援ニーズの把握、未内定学生等の

早期把握、学生職業総合支援センター・学生職業センター・学生等職業相

談窓口(以下「学生職業センタ一等」という。)への誘導等によるきめ細

かな就職支援に取り組むこと。

( 2)求人開拓の集中的な実施、就職面接会等の積極的な開催

平成 21年 9月 11日付け職発 0911第 10号「新規学校卒業者に係る就職

支援策の集中的な実施につしてJに基づき、引き続き、学卒求人の総量確

保を目的とした求人開拓を集中的に実施するとともに、未内定者を対象と

する就職面接会の積極的開催などにより、未内定者の就職促進に資する取

組を強化すること。

また、求人開拓や就職面接会等の実施に当たっては、各労働局管内にお

ける新卒者に係る求人・求職状況及び就職内定状況を踏まえつつ、学校等

との連携の下、必要に応じて高卒就職ジョブサポーター及び大卒就職ジョ

ブサポーターを効率的・効果的に活用すること。

(3)採用内定取消し防止に向けた企業指導等の徹底

新卒者の採用内定取消しの防止等については、平成21年 l月 19日に公

布・施行された職業安定法施行規則の一部を改正する省令(平成 21年厚

生労働省令第 4号)等により、安定所による採用内定取消し事案等の一元

的把握、事業主が安定所等に通知すべき事項の明確化を図ることにより、

企業に対する指導等内定取消し事案等への迅速な対応を図るとともに、採

用内定取消しの内容が厚生労働大臣の定める場合に該当するときは、学生

生徒等の適切な職業選択に資するため、その内容を公表することができる

こととしたところであり、同日付け職発第 0119002号「新規学校卒業者の

採用内定取消し等に係る事前通知制度及び企業名の公表制度等について

(職業安定法施行規則の一部改正等の施行について)Jに基づき実施して

いるところである。

来春の新卒者の採用内定については、高校生が 9月 16日から、大学生

等が 10月 1日から始まっているところであるが、今般、緊急雇用対策に

おいて、内定取消し防止に向けた企業指導の徹底が盛り込まれたところで

あり、現下の厳しい雇用失業情勢の下、再び採用内定取消し及び入職時期

繰下げが発生することのないよう、これら事前通知制度や企業名公表制度
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をはじめ、「新規学校卒業者の採用に関する指針Jを広く周知するととも

に、採用内定取消しを行おうとする事業主に対する回避等についての指導

等の徹底を図ること。

(4)新卒無業者への第2セーフテイネットの活用

新卒無業者(未就職のまま学校を卒業した者)については、従来より、

学生職業センタ一等においてきめ細かな就職支援を行っているところであ

るが、今般、緊急雇用対策において「新卒無業者への第2セーフテイネッ

トの活用」が盛り込まれたところであり、前述の第1の1 (7)アのとお

り、緊急人材支援事業の活用が可能であることから、学生職業センタ一等

へのポスターの掲示等により、積極的に周知するとともに、希望者につい

ては、安定所の職業訓練担当部門に誘導すること。

3 雇用維持支援の強化

(1)雇用調整助成金の支給事務の迅速化

雇用調整助成金の支給事務の迅速化については、初回の申請については

申請から 2か月以内、 2回目以降の申請については申請から 1か月以内の

支給決定を目指して取り組んできたところであるが、今般、緊急雇用対策

において、政府として改めて当該目標を明示し、平成 21年内に達成する

ことを盛り込んだところである。

このため、平成 21年内にはすべての労働局で当該処理期聞が遵守でき

るよう、組織体制や審査方法等の不断の見直し・向上を図り、迅速かっ適

正な支給を行うこと。特に、現時点で処理期間内での支給事務ができてい

ない労働局については、労働局長自らが目標達成に向けた指揮をとり、早

急に所要の見直しを行うこと。

(2)雇用調整助成金の支給要件の緩和等

出向に係る助成金については、助成の対象となる出向をした場合、出向

元に復帰した後 6か月以上経過しないと再度の出向は助成対象とならない

が、 6か月を経過しない出向に関しでも支給可能とするよう要件緩和を予

定しているところである。

なお、当該要件緩和に当たっては、雇用保険法施行規則(昭和 50年労

働省令第 3号)の改正が必要であることから、施行日は本年 11月以降と

なる見込みであり、申請様式についても同時期の改正を予定していること

を申し添える。

4 女性の就労支援等
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(1)女性の就労支援等の実現

マザーズハローワーク事業の支援拠点は、平成 21年度新規設置のマザ

ーズコーナー 40箇所を含めて 148箇所の整備がなされ、各支援拠点にお

いて地方公共団体等の関係機関と連携した子育て女性等の再就職支援に係

る一定のノウハウとともに支援の好事例が蓄積されていることから、これ

らを各支援拠点で共有するとともに、関係機関に対しでも好事例を提供す

ることにより、更なる関係機関との連携強化及び地域における子育て女性

等の再就職支援態勢の強化を図ること。

ついては、本年 12月末までを目処として、各支援拠点の好事例を本省

において集約し、各労働局を通じて各拠点に提供することとするので、別

途指示するとおり、好事例の収集及び本省が集約して提供する好事例の積

極的な活用を図られたい。

また、生活保護や児童扶養手当を受給している母子家庭の母に対して、

就労による自立を促進するにあたり、安定所と福祉事務所等との連携によ

る「生活保護受給者等就労支援事業」を活用することは、重要かっ有効な

手段である。

このため、各労働局においては、地方公共団体の母子自立支援プログラ

ム策定員や母子自立支援員等(以下「母子支援担当者j という。)からの

支援要請に対して、引き続き丁寧に対応し、事業が円滑に運ぶよう配慮す

るとともに、安定所からも積極的にこれら母子支援担当者の担当部署へ出

向いて情報交換や情報共有を行うこと。

なお、本事業については、平成 19年末に政府が定めた rr福祉から雇用
へ」推進5カ年計画」において同事業による就職率を平成21年度までに 60

%に引き上げることとされているところであり、当該目標達成に向けて更

なる積極的な活用に努めること。

{2)偽装言者負、派遣契約の中途解除の防止など法令瀞守に向けた指導監督

4品広
現下の厳しい雇用失業情勢において、違法事案の一掃に努め、派遣労働

者の雇用の安定を図っていく必要があることから、法令遵守に向けた指導

監督の徹底を実施することとしたこと。

具体的には、偽装請負については、契約形態に関わらず「労働者派遣事

業と請負により行われる事業との区分に関する基準J(昭和 61年労働省告

示第 37号)に基づき、実態を見て判断することとし、雇用の安定を図り

つつ適切に是正が行われるよう指導監督の徹底を図ること。

また、労働者派遣契約の中途解除に当たって、平成 21年 3月 31日に改
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正した 11派遣元事業主が講ずべき措置に関する指針(平成 11年告示第 137

号)J及び「派遣先事業主が講ずべき措置に関する指針(平成 11年告示第 138

号)J J (以下「派遣元・派遣先指針」という。)に基づき、派遣元事業主に

対してはまず休業等により雇用を維持すること、派遣先においては新たな

就業機会の確保に努め、それができない場合は休業等により生じた派遣元

事業主の損害を賠償すること、平成 21年 3月 31日以降に新たに締結され

た派遣契約には損害賠償の事項を定めることについて指導の徹底を図るこ

と。

なお、偽装請負では派遣先において労働基準法(昭和 22年法律第49号)

や労働安全衛生法(昭和 47年法律第 57号)に規定する責任が果たされて

いない場合や、労働者派遣契約の中途解除では派遣元事業宇が派遣努働者

和彦止め又は解雇する場合もあることから、事業主に対する指導監督に当

たっては、必要に応じて労働某準行政と連携を図ること。

また、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の

整備等に関する法律(昭和 60年法律第 88号)、派遣元・派遣先指針等の

周知啓発においては、職業安定行政のみならず、労働基準行政が実施する

集団指導の機会をとらえるなど労働基準行政との連携を図ること。

(3)事業主への働きかけや助成金の活用による他産業への失業なき労働移

動の促進

雇用対策法(昭和 41年法律第 132号)第 24条第 l項により義務づけら

れている再就職援助計画を提出した事業主に対し、同法第 6条第 1項にお

いて、事業主は、対象労働者が行う求職活動等に対する援助に努めなけれ

ばならないとされていることについて、改めて周知を図るとともに、当該

労働者の再就職支援に努めるよう働きかけること。

また、その際には、労働移動支援助成金について丁寧に説明を行い、再

就職の支援に向けた活用の促進を図ること。

なお、同助成金については、再就職援助計画の提出義務のない事業主で

あっても、再就職援助計画を任意で提出すれば、助成金を活用できるため、

再就職援助計画の提出義務のない事業主にもこれを周知すること。

第3 1緊急雇用創造ブ。ログラム」の推進

1 介護分野における雇用創造等について

(1) 介護分野におけるマッチング機能の強化

介護関係職種については、他産業と比較し有効求人倍率が高く雇用の受

け皿として期待されているが、製造業等他産業からの離職者は、介護の資
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格や経験のない者も多い状況である。

これらの求職者の再就職支援を図るため、すべての安定所において、以

下のような各種助成・支援制度の積極的な周知を図りつつ、介護分野にお

ける無資格や未経験の求職者が応募可能な求人の開拓に努めるとともに、

受理後一定期聞が経過した求人を中心に、資格や経験要件等の求人条件緩

和指導を実施されたい。

また、介護関係助成金、実習型雇用支援事業及び職業訓練関係施策等各

制度の整備が進んでおり、各制度を有効に活用しつつ介護分野のマッチン

グ機能の強化を図るため、求人・求職者に対し、各制度の情報提供等を徹

底することにより、活用の促進を図られたい。加えて、関係団体等に対し

ては、各制度について改めて情報提供を行うとともに、介護関連事業所及

び介護分野への就職を希望する求職者等に対する周知も併せて依頼するよ

うお願いする。

(2) rw働きながら資格をとる』介護雇用フ。ログラム」について
「緊急雇用創造プログラム」においては、介護分野を重点分野と位置づ

け、 r[~動きながら資格をとる』介護プログラム」を推進し、緊急に介護人

材の育成・確保を目指すこととしている。「介護プログラムj の具体的内

容は、別添2のとおりであり、介護分野における雇用期間を 1年以内とす

る等の「緊急雇用創出事業」の要件緩和を行った上で、各地方公共団体に

対し、基金を活用して平成 21年度中の前倒し実施を含めた平成 23年度ま

での事業実施を要請していくこととしているο 各労働局においても、各都

道府県基金主管部局及び介護主管部局と緊密に連携し、早期の事業計画の

立案、実施を要請するとともに、その実施状況を把握し、必要な情報提供

等を行うこと。

2 農林水産省等と連携したガイダンス及び合同企業面接会の早期実施

「働きながら職業能力を高める」グリーン雇用プログラムにおいて、「緊

急雇用創出事業」、「ふるさと雇用再生特別基金事業」、「緊急人材育成支援

事業J等を活用した農林水産分野での雇用創出・就業促進を図ることとし

ていることから、これらの取組の効果を高めるため、農林漁業への就職の

ためのガイダンス及び農林漁業合同企業面接会を、平成 21年末までを目

途として早期実施することする。

なお、これらの実施に際しては、平成21年6月 1日付け職発第 0601007 

号能発第 0601008号 rrrw農林業をやってみよう』プログラムj等の実施
について」の改正についてJjjlJ添 3r農林漁業への就職のためのガイダン

-12 -



ス及び農林漁業合同企業面接会の実施要領」、及び平成 21年 8月 31日付

け職発 0831第 2号「現下の雇用失業情勢を踏まえた取組について」第 4

の 3r農林漁業への就職のためのガイダンス及び農林漁業合同企業面接会
の早期実施Jを参照することとし、都道府県農政担当部局、地方農政局・

農政事務所、農林漁業の新規就業相談窓口及び市町村等関係機関と連携し、

事業の周知や参加の募集を行うほか、地域の実情を踏まえつつこれらの関

係機関における合同面接会・説明会等との合同開催についても検討された

し、。

3 雇用創造のための既存施策・予算の活用

(1) r緊急雇用創出事業」の前倒し執行の自治体への要請、「緊急雇用創出
事業」と「ふるさと雇用再生特別基金事業Jの要件緩和及び好事例の提供

による雇用創出の拡大

「緊急雇用創出事業」及び「ふるさと雇用再生特別基金事業」について、

地方公共団体における雇用創出に向けた取組を促し、地域の雇用改善を進

めるため、要件緩和等所要の運用改善を行うこととしている。

また、雇用情勢に対応し、雇用機会の拡大を図るため、「緊急雇用創出

事業」について、厚生労働省は都道府県に対し、平成 21年度中に 3.4万人

の追加の雇用創出を目標とする事業の前倒し執行を要請することとしてい

る。ついては、各労働局においても、労働局長が都道府県知事を始めとす

る都道府県幹部に対し、事業の前倒し実施を直接要請するとともに、今回

の緊急雇用対策において重点分野と位置付けられた介護、農林水産業・観

光・環境分野等における全国的な取組事例を紹介し、これらの分野での積

極的事業計画立案により、一人でも多くの雇用機会の確保が図られるよう、

都道府県及び市町村との連携を図ること。

( 2)職業能力形成プログラムの活用

ジョブ・カード制度の職業能力形成プログラムは、職業能力形成機会に

恵まれなかった者等に対して、きめ細かなキャリア・コンサルティングと

企業実習と座学を組み合わせた実践的な職業訓練を提供することにより、

その能力を向上させ、安定的な雇用への移行を促進するものであるため、

求職者へのジョブ・カード制度の周知、キャリア・コンサルティングへの

誘導、雇用型訓練に係る求人の充足、委託型訓練への受講あっせん等につ

いて、積極的に取り組むこと。

第4 緊急雇用対策の進め方

-13 -
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雇用戦略に関する重要事項について、内閣総理大臣の主導の下で、労働界

・産業界をはじめ各界のリーダーや有識者が参加する「雇用戦略対話(仮

称)J、及び地域における緊急雇用対策の推進母体として、関係自治体、関係

機関;労働界、産業界、教育界、 NPOなどが参加して設置(当面、意欲の

ある地域で先行して設置)する「地域雇用戦略会議(仮称)J等については、

現在内閣府において検討されているが、具体的な内容が決まり次第追って通

知する。

-14 -



緊急雇用対策
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緊急雇用対策

1 .基本的な方針

1.基本認識

・我が国の経済は、最悪期を脱したものの、経済成長の基盤が

脆弱であるなど厳しし、状況にある。とくに、雇用情勢は非常に厳し

く、失業率は今年7月に過去最高の 5.7%に達した後、 8月に

5.5%に低下したものの依然として厳しい状況にあり、今後悪化す

る懸念もある。また、景気が回復しても、「雇用なき景気回復(ジョ

プレス・リカバリー)Jとなるのではないかと懸念する声もあり、今後

の事態の推移に予断は許されない。

・鳩山政権が目指す「国民一人ひとりが安全と安心、生きがいを

実感できる社会Jを実現する上で最も重要な基盤となるのは、雇

用の確保である。このため、国民が抱える不安に対応し、政府を

挙げて雇用の確保に取り組むため、「緊急雇用対策Jを実施す

る。

2.3つの視点

鳩山政権の雇用対策は、以下の3つの視点に立つ。

(1 )情勢に即応して「機動的」に対応する

-$(;d3'.ftQ対策佐宇多jご完走吉ヲトQ

-経済雇用情勢は刻々と変化する。このため、情勢変化を迅速

に把握し、必要かっ有効な雇用対策を機動的に講じる。今回の

対策は、現下の情勢に対応し、急がれる対策を早急に実施するも

1 



-一.. .のである。

・今後の情勢について引き続き細心の注意を払い、その推移に

よっては、政治主導により果断に対応する。

(2)r貧困・困窮者、新卒者への支援jを最優先する

長倉手先課題'!::~で、長'tJ1ÆJ.つでV IOノ低三会Jクで是援す:5

-経済雇用情勢の悪化の影響は、経済的・社会的に弱い立場に

ある人々にしわ寄せされる形で最も大きく現れる。具体的には、貧

困・困窮状態にある求職中の離職者や非正規労働者、女性であり、

さらには来春以降厳しい求人情勢が見込まれる新卒予定の学生・

生徒である。こうした求職中の貧困・困窮者や新卒者への支援は

緊急を要しており、雇用維持努力への支援や中小企業支援とあ

わせて、最優先課題として全力で取り組む。

(3) r雇用創造」に本格的に取り組む

一沃ヲぞの成長分野をやILゾご、厳粛&総合舟に砦J:ft

内需主導の経済成長を目指す観点から、未来の成長分野とし

て期待される「介護」、「農林」等の分野や NPO、社会的企業が参
加した「地域社会雇用」の創造に取り組む。これらの分野での新

たな就業や雇用情勢が悪化した他の産業分野からの転職・転業

を支援するため、職業訓練、とくに「働きながら職業能力を高める

こと」を重視した「積極的労働政策」を本格的に展開するとともに、

「産業政策」や「文教政策」と連動した取組を推進する。

2 



E 具体的な対策 ※詳しい内容は別紙参照

11 緊急的な支援措圏
(1 )緊急支援アクションプラン

-f貧困圃困窮者、新卒者支援j

;く貧困・困窮者支援>

~ (目標)今年の年末年始に、求職中の貧困 E困窮者が、再

;び「派遣村」を必要とすることなく、安心して生活が送れる

;ようにする。

(アクションプランの内容)

①平成21年後半(6月""12月)に雇用保険受給期聞が切れる受

給者数(推計を含む)の把握

②利用者の視点に立った情報提供・広報の展開

・「緊急人材育成支援事業」、 f住定手当」等各種支援策の分かりゃすい広報

③実効ある「ワンストップ・サービスJなど支援態勢の強化

※ワンストップ・サービス;園、地方自治体等の関係機関の協力の下、利用者が、

一つの窓口で必要な各種支援サーピス(雇用・住居・生活支援)の相談・手続が

できるようにする。

(ア)rワンストップ・サービス・デイ」の開催

.11月下旬に東京、大阪、愛知等において試行実施した後、定期開催・年末年

始の開催を検討

(イ)/¥口ーワークの雇用支援機能の強化

(ウ)r求職者総合支援センター」と1¥口ーワークの連携

(工)年末年始の生活総合相談

-年末年始の生活や居住場所の確保等の支援

・ハローワーク職員による出張相談等の検討
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(オ)1、口ーワークにおける公的賃貸住宅情報の提供

・地方自治体等ι

E援策」の展開

-教育司闘機関に加え、地域の企業、社会福祉法人、 NPO等の参加により、情

報処理技術、介護・福祉・医療等の分野を中心に年内に約5万人分の確保

・地域のニーズに応じた訊|練コースの設定

(イ)r住まい対策」など派遣契約の中途解除等に伴い住居を失った貧

困・困窮者支援施策の強化

• r住宅手当Jrつなぎ特別融資Jr総合支援貸付jの適正な運用の徹底
.住宅の確保

・「就職安定資金融資Jr住宅手当」の円滑な実施のための宅地建物取引業者に

よる民間賃貸住宅のあっせん、地域住宅交付金を活用した民間賃貸住宅への

家賃助成等の取組の推進

(ウ)関連施策の展開

・住宅ローンの借入者に対する金融の円滑化を通じた生活の安定化を図るた.

めの施策の策定・推進(臨時国会に法案提出)

-干士宅や寮に入居している派遣労働者について、離職後も引き続き一定期間の

入居が可能となるよう、企業に対して要請

・日本司法支援センターにおける民事被弾扶助事業の利用の促進

・ハローワークの協力を得て開設する相談窓口における地域自殺対策緊急強化

基金等を活用した求職者等に対する心の健康相談、生活支援相談等の実施

(ヱ)生活保護制度の運用改善

⑤その他、求職者の貧困・困窮者が安心して生活が送れるよう j

にするために必要な施策を引き続き検討 j 
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(アクションプランの進め方)

⑦国の取組

-国に設置した「緊急支援アチンョンチ」ム(後述)Jが、アク泊ンプランの具体的展:

開、地域における取組の円滑な実施に向けた関係機関等の調整を行う。

②地域における取組

-関係地方自治体の協力を得て、東京都及び政令市等において、ハローワーク、地

方自治体・関係団体等が連携して具体的な取組を推進する。
................................................................................................................................................... 

;く新卒者支援>

~ (目標)来春以降の新卒者の就職を支援し、第二の「口ス
ト・ジェネレーション」をつくらないようにする。

(アクションプランの内容)

①新卒者の就職支援態勢の強化

(ア)f高卒・大卒就職ジョブサポーターJの緊急配備

-支援態勢強化のため、就職支援の専門職をノ、ローワークに緊急配備

(イ)大学等の就職支援の充実

. . 

-就職相談窓口の充実(キャリアカウンセラーの配置など)、女子学生等を対象に

した「ライフプランニング、支援jの推進、大学における職業指導(キャリアガイダン . 

ス)の制度化

②求人開拓と「雇用ミスマッチ」の解消

-r就活支援キャンペーン(仮称)Jの展開ー
(7)求人・求職、内定関連情報の収集・提供

(イ)学生を対象とした合同就職説明会等の実施

(ウ)企業に対する求人拡大への要請

(工)採用意欲のある中小企業等の掘り起こし

• r雇用創出企業」をとりまとめ、公表(年明け予定)
-.........................................................................................................................................目.......... 
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. 

③r4月就職以外の道Jの選択の支援
(列企業に対する中途採用・通年採用の拡大への要請

(イ)学生E生徒の学校での学び直しゃ地域活動参加への支援

⑨新卒無業者への第2セーフティネットの活用

(アクションプランの進め方)

(わ国の取組

-固に設置した「緊急支援アク泊ンチーム(後述)Jが、アクションプランの具体的展

開、地域における取組の円滑な実施に向けた関係機関等の調整宏行う。

(芝地域における取組

-関係地方自治体・関係団体の協力を得て、地域の学校・ハローワーク・産業界が

一体となって具体的な取組を推進する。
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..................................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.......................................

(2)雇用維持支援の強化
①雇用調整助成金の支給要件緩和等

-出向元への復帰後6か月を経ずに行われた再度の出向についても、雇用調整助

成金の支給が可能となるよう、支給要件を緩和する。

-支給に要する処理期間(初回申誇:2カミ月以内、 2回目以降:1か月以内)の設定と

年内中の達成を図る。

-申請様式の改正を行う。

・今後の経済雇用情勢の推移を踏まえ、雇用調整助成金の生産量要件の緩和につ

いて、早急に検音寸Tる。

②企業聞の出向活用による雇用維持支援

・解雇防止と新規雇用の促進のため、出向に関する企業聞の情報交流を支援する。

そのため、経済産業省及び地方経済産業局等に、出向支援チームを設置し、出

向を希望する企業情報の収集・提供を行う。
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(3)中小企業の支援
①中小企業で活躍する人材への支援

・中小企業の求める若手人材を育成するための「新・若者挑戦塾」の受講生と中

小企業とのマッチング支援の強化や、中小企業の現場に人材をつなげる園内イ

ンターンシップ制度の参加者数の拡大

②中小企業の雇用維持・拡大への支援

・雇用の維持・拡大に努めてしも企業に対する{底利融資制度(雇用調整助成金等が

支給されるまでの「つなぎ融資」や「セーフテイネット貸付J)の活用促進

-中小企業に対する金融の円滑化左通じた事業活動の円滑な遂行及び雇用の安定

を図るための施策の策定・推進(臨時国会に法案提出)

(4)女性の就労支援等

-都市部(待機児童を多く抱える地域)における質の高い保育サービス整備を加

速する方策の早急な検討

-子育て期の女性や若年層を対象とした地域のセミナ一等への就労・再就職支

援アドバイザー(仮称)の講師派遣

-女子学生等を対象にした「ライフプランニング支援」の推進(再掲)

・ポスドク等若手研究人材を活用した共同研究プロジェクトの着実な実施と参

加した研究人材の就業機会の拡大
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|2. r緊急雇用創造プログラム」の推進|
(1 )3つの重点分野におけるプログラムの推進

一成長分野における雇用促進のため、「働きながら職業能力

を高める」雇用プログラムの推進等に取り組む

:く介護雇用創造>

⑦「働きながら資格をとるj介護雇用プログラム

・求人ニーズが高い介護分野で、働きながら資格取得(介護福祉士、ホーム吋レパ

-2級)ができるよう支援するプログラムを創設

-資格取得のための研修費用の手当及び 1年又は2年の実践的な雇用経験の付

与等を可能にするため、「緊急雇用創出事業」の要件を緩和

・実習免除等の働きながら資格を取ることを容易にするための措置の導入等

・地方自治体に対して、①重点事業としての事業採択と事業の前倒し制T、②介護

サービス施設、事業者への積極的な周知を要請

②介護人材確保施策の推進 j 

・全国地域包括ケア推進会議の設置、介護職員処遇改善交付金の周知を通じた介

護職員の処遇改善

・「福祉人材コーナー」をはじめとして全国のハローワークで介護分野の求人開拓

を重点実施、助成金や職業訓練を活用した介護分野の人材確保・定着

③介護サービス整備の加速化等

・「介護基盤の緊急樹首特別対策事業」による介護基盤整備の推進

・大都市部の自治体の意向を踏まえた認知症対応担グノレープホームのユニット数

の拡大による整備の促進(2ユニットから3ユニットへ)
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;くグリーン(農林、環境=エネルギー、観光)雇用創造>

①ri!動きながら職業能力を高めるJグリーン雇用プログモ
(農林水産分野)

-農林水産分野での雇用創出・就業促進の積極的展開、農山漁村の6次産業化ー

直売所の設置や地域ブランドの立上げ等の取組、農商工連携の担い手たる人材

育成のための研修強化(r緊急濯用創出事業」、「ふるさと雇用再生特別基金事

業J、「緊急人材育成支援事業」等の活用)

(環境aエネルギー分野)

-住宅用太陽光発電システム施工の無料講習会の拡充による施工人材の育成及

び施工ガイドラインの策定

・企業等における省エネ・C02排出削減を担う人材の育成

-グリーンワーカー事業の対象拡大(生態系保全や外来種対策を事業対象に追加.

する等)

(観光分野)

-観光産業の人材ニーズの情報提供

-観光人材の育成(r緊急人材育成支援事業」の活用による教育司|臓の実施)

.外客誘致促進等の観光立国の実現に向けた施策展開の加速化

②森林・林業再生の推進

(7')緊急的な取組みー「森林整備加速化・林業再生事業」の運用改善等

• r森林整備加速化・林業再生事業」の運用改善(人材養成の重視、施業の集約 i

化の推進等}

.集約化施業・路網整備の推進に向けた森林情報の整備・人材育成等や公共建

築物等における木材利用の拡大の推進、地域材の地産地消等による地域にお

ける雇用創出(r緊急雇用意Ij出事業」、「ふるさと雇用再生特別基金事業」、「緊急

人材育成支援事業Jの活用) 等

-・・・・・・・・・・・・・・.............................................................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・............................................
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(イ)f森林・林業再生プラン(仮称)Jの作成ー森林・林業再生に向けた政策の構築

森林・林業の再生に向けた中長期的な政策の方向を明示し、森林・林業を基

軸とした雇用の拡大を図るため、「森林・林業再生プラン(仮称)Jを、年内を目途

に作成し、関連施策を推進する。

③関連施策の推進

・建設企業の成長分野展開支援

-住宅リフォーム市場の活性化、木造住宅の振興

.地域のICT末IJ活用促進

く地域社会雇用創造>

0雇用支援分野での「社会的企業Jの活用

・新たな雇用の場として、NPOや社会起業家などが参加するI社会的企業」主導の

「地域社会雇用創造Jを推進する。特に、若者など困難に直面する人々を雇用に結

びつける雇用支援分野での活用を目指す(f緊急人材育成支援事業」、「ふるさと雇

用再生特別基金事業」及び「緊急雇用創出事業Jの活用)。

※社会的企業;社会的課題の解決を目的とした収益事業に取り組むもの。雇用支援分

野ではイタリアの社会的協同組合B型やイギリスのグラウンドワークなどがある。

.NPO法人等の社会的企業が保育所との連携の下に行う家庭的保育事業の試行的:

実施(離職者等を雇用して家庭的保育者研修を実施した上で利用者との契約により i

自宅で乳幼児を保育、安心こども基金を活用して実施)
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(2)雇用創造のための既存施策‘予算の活用

O 「緊急雇用創出事業j等の運用改善と前倒し執行等

• r緊急雇用創出事業」及び「ふるさと雇用再生特別基金事
業Jについて、以下の観点から運用改善を行うとともに、地

方自治体に対する事業前倒し執行の要請や関連制度の活

用等を進める。

<事業の運用改善>

(l)r働きながら資格をとるJ介護雇用プログラム実施のための「緊急

雇用創出事業」の運用改善(前述)

(イ)r緊急雇用創出事業」の要件緩和

-現在、雇用期間6か月以内で介護・福祉・教育等の分野に限ってl度の更

新を可能にしているところ、全ての分野で1度の更新を認める。さらに介護に

ついては、雇用期間を1年以内に延長し、 1度の更新を可能とする。

-事業費に占める人件費割合、新規雇用の失業者割合を新規雇用失業者の

人件費割合2分のl以上に緩和

(ウ)rふるさと雇用再生特別基金事業」の要件緩和
-事業収益について、事業が継続され、継続して労働者を雇用する場合、委

託元への返還を不要とする。

<事業の前倒し執行>

(工)r緊急雇用創出事業Jの事業の前倒し執行等
・地方自治体に対して、上記の運用改善への対応Jえび緊急雇用創造の観点
から、事業の前倒し執行を要請。

<制度の活用等>

(オ)r働きながら職業能力を高める」雇用プログラムを支える職業能力

評価制度(rジョブ・カード制度Jなど)の活用
※「ジョブ・カード制度」は、企業実習と座学を組み合わせた実践的な職業部|

練の機会を提供し、フリータ一等が正社員となることを支援することを目的

としている。

(力)再就職に効果的な職業訓練の提供の在り方に関する検討
-司11練実施機関等の選定に関し、再就職の成果を上げるインセンティブ、が働
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. 

きやすい方法について検討

(キ)地方公共団体への支援

・地方公共団体が実施する緊急雇用対策について、特別交付税により支援す

る。
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ill.対策の進め方

(1 )対策の推進体制

O緊急雇用対策の推進にあたっては、労働界・産業界をはじめと

する国民各層との対話を積極的に進めるとともに、地域におい

て関係、者が一体となって取り組めるよう十分配慮する。

⑦「雇用戦略対話(仮称)Jの設置

01緊急雇用対策Jを推進する観点から、雇用戦略に関する重要事項

について、内閣総理大臣の主導の下で、労働界・産業界をはじめ各

界のリーダーや有識者が参加し、意見交換と合意形成を図ることを

目的として設置する。

②「地域雇用戦略会議(仮称)Jの設置

0地域における緊急雇用対策の推進母体として、関係自治体、関係機

関、労働界、産業界、教育界、NPOなどが参加して設置する(当面、

意欲のある地域で先行して設置)。

③緊急雇用対策本部内の推進チーム設置

0本対策の推進のために、緊急雇用対策本部内に、各施策の具体的

な実施を推進する実務者等からなる、

①「緊急支援アクションチーム」と

②「緊急雇用創造チーム」の2つを設置する。

(2)国民への情報提供E広報の徹底

O国民一人ひとりが、緊急雇用対策の各施策の趣旨・内容・利用

方法を十分理解し、実際に有効に利用できるように;分かりゃ

すい形での情報提供や広報の徹底に努める。
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(3)本対策に期待される効果

0今回の対策は、現下の情勢に対応して急がれる取組をできる

限り早期に実施するため、新たな予算措置を要しない既存の

施策・予算の活用により、緊急に取りまとめるものである。

O特に本対策は、年末年始も視野に入れ、貧困・困窮者や新卒

者などの方々への支援に、地方自治体や関係団体の協力を

得て最優先で取り組み、現場において一人でも多くの方が安

心して暮らすことができるようにすることを主眼に置いている。

Oあわせて、未来の成長分野を見据え、雇用創造への取組に着

手することとしており、これにより当面の雇用下支え・雇用創出

の追加的効果として、 21年度末までに10万人程度が期待され

る。
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|1 .緊急的な支援措置l (別紙)

(1 )緊急支援アクションプランー「貧困・困窮者、新卒者支援」

く貧困・困窮者支援>

⑦平成 21 年後半 (6 月 ~12 月)に雇用保険受給期間が切れる受給者数(推計を含む)の把握

②利用者の視点に立った情報提供・広報の展開

「緊急人材育成支援事業J、「住宅手当」等各種支援策の分かりゃすい広報

@実効ある「ワンストップ・サービスjなど支援態勢の強化

(ア)1ワンストップ・サービス・デイ」の開催

'11月下旬に東京、大阪、愛知等において試行実施した後、定期開催・年末年始の開催を検討

(イ)1、ローワークの雇用支援機能の強化

労働局・ハローワークの総力を挙げた戦略的・効果的な求人開拓及び求人充足対策の実施

ハローワークでの担当者制による中高年齢者に対する手厚い再就職支援の実施

子育て女性の再就職支援に係る支援機関向け好事例等の収集や母子家庭の母に対するチーム支援

機能の強化

地域における雇用維持・拡大の要請や早期再就職支援など障害者雇用対策の強化

日本在住の日系人等の方々への訓練の充実や相談体制の強化による外国人労働者支援の強化

(ウ)1求職者総合支援セン聖一Jb、ローワークの連携

(エ)年末年始の生活総合相談

年末年始の生活や居住場所の確保等の支援

. ハローワーク職員による出張相談等の検討

(オ)1、口ーワークにおける公的賃貸住宅情報の提供

地方自治体等の協力を得て、離職者カt利用可能な公的賃貸住宅情報を提供

④「きめ細かな支援策Jの展開

(ア)1緊急人材育成支援事業」の訓練メニュー・実施者の新規開拓

教育訓練機関に加え、地域の企業、社会福祉法人、 NPO等の参加により、情報処理技術、介護・福

祉・医療等の分野を中心に年内に約5万人分の確保(3.3万人の利用見込み)

※10月 20日現在定員数20，841人

地域のニーズに応じた訓練コースの設定

(イ)1住まい対策」など派遣契約の中途解除等に伴い住居を失った貧困・困窮者支援施策の強化

「住宅手当J1つなぎ特別融資J1総合支援貸付jの適正な運用の徹底

住宅の確保

「就職安定資金融資J1住宅手当Jの円滑な実施のための宅地建物取引業者による民間賃貸住宅のあ

っせん、地域住宅交付金を活用した民間賃貸住宅への家賃助成等の取組の推進

(ウ)関連施策の展開

住宅ローンの借入者に対する金融の円滑化を通じた生活の安定を図るための施策の策定・推進(臨時

国会に法案提出)

社宅や寮に入居している派遣労働者について、離職後も引き続き一定期間の入居が可能となるよ

う、企業に対して要請

日本司法支援センターにおける民事法律扶助事業の利用の促進
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ハローワークの協力を得て開設する相談窓口における地域自殺対策緊急強化基金等を活用した求職

者等に対する心の健康相談、生活支援相談等の実施

(工)生活保護制度の運用改善

dまその他、求職中の貧困・困窮者が安心して生活が送れるようにするために必要な施策を引き続き検討

く新卒者支援>

代新卒者の就職支援態勢の強化

(ア)f高卒・大卒就職ジョブサボ-9ー」の緊急配備

・ 支援態勢強化のため、就職支援の専門識をハローワークに緊急配備(高卒・大卒就職ジョブサボーター

を各都道府県1名以上追加配置)

(イ)大学等の就職支援の充実

就職相談窓口の充実(キャリアカウンセラーの配置など)

一「大学教育・学生支援推進事業Jを実施中の大学等に対する事業達成目標の到達度の確認や、
取組事例についての周知

女子学生等を対象とした「ライフプランニング支援」の推進

-f女性のライフプランニング支援総合推進事業j において、特に就職前の女子学生を対象とし

たきめ細やかな取組を要請

大学における職業指導(キャリアガイダンス)の制度化

中教審大学分科会「中長期的な大学教育の在り方に関する第二次報告Jを踏まえ、法令上、職業指導
(キャリアガイダンス)の大学教育への位置づけを明記

内定取消し防止に陶けた作業指導の徹底

一平成21年1月に施行された企業名公表制度や「新規学校卒業者の採用に関する指針j等の一層の周

知及び採用内定取消しを行おうとする事業主に対する回辞等についての指導等の徹底

②求人開拓と「雇用ミスマッチ1の解消ー「就活支援キャンペーン(仮称)Jの展開ー

(ア)求人・求職、内定関連情報の収集・提供

(イ)学生を対象とした合同就職説明会等の実施

(ウ)企業に対する求人拡大への要請

(エ1採用意欲のある中小企業等の掘り起こし

「雇用創出企業Jをとりまとめ、公表(年明け予定)

一関係省庁が連携して、ものづくりやサービス業、農業、運輸業等の分野において、採用意欲があり、か

っ人材育成に優れる企業について、関係機関を総動員して掘り起こし、若年層、特に新卒者に対する

情報発信を実施

③f4月就職以外の遺lの凄恨の支援

(ア)企業に対する中途採用・通年採用の拡大への要請

(イ)学生・生徒の学校での学び直しゃ地域活動参加への支援

④新卒無業者への第2セーフティネットの活用
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(2)雇用維持支援の強化

⑦雇用調整助成金の支給要件緩和等

出向元への復帰後6か月を経ずに行われた再度の出向についても、雇用調整助成金の支給が可能と

なるよう、支給要件を緩和する

支給に要する処理期間(初回申請目2か月以内、2回目以降:1か月以内)の設定と年内中の達成を図

る。

申請様式の改正を行う。

今後の経済雇用情勢の推移を踏まえ、雇用調整助成金の生産量要件の緩和について、早急に検討す

る。

現行の船員に係る雇用調整助成金の継続的な運用(船員に対する助成金による支援の円滑な実施等)

@企業聞の出向活用による雇用維持支援

解雇防止と新規雇用の促進のため、出向に関する企業間の情報交流を支援

ー経済産業省及び地方経済産業局等に、出向支援チームを設置し、出向を希望する企業情報の収集・

提供を行う

(3)中小企業支援

行〕中小企業で活躍する人材への支援

中小企業の求める若手人材を育成するための「新・若者挑戦塾Jの受講生と中小企業とのマッチング支
援の強化

一魅力的な企業の現場視察、若手人材を求める企業を招いての会社説明会、座学、演習などを合

宿型で行う「新・若者挑戦塾Jの受講者を中小企業に橋渡しし、実際の就労につなげる。

中小企業の現場に人材をつなげる園内インターン、ンップ制度の参加者数の拡大

一中小企業における現場の魅力を実際に体験し、就業に結びつけるインターンシツプ事業における参加

者数の拡大

②中小企業の雇用維待・拡大の支援

・ 雇用の維持・拡大に努めている企業に対する低利融資制度(雇用調整助成金等が支給されるまでの

「つなぎ融資」や「セーフテイネット貸付J)の積極的な活用促進

雇用調整助成金等が支給されるまでの「つなぎ融資」の積極的活用雇用調整助成金等に係る実施計

画の届出を受理された中小企業に対し、日本政策金融公庫等による低利融資が受けられる制度(地域

活性化・雇用促進資金)について、引き続き積極的な活用を促進

ーセーフティネット貸付の積極的活用日本政策金融公庫等によるセーフティネット貸付(うち、経営環境

変化対応資金・金融環境変化対応資金)を活用する中小企業のうち、雇用の維持・拡大に努める中小

企業に対し、基準利率からの0.1%金利引下げ措置の活用を、引き続き積極的に促進

中小企業に対する金融の円滑化を通じた事業活動の円滑な遂行及び雇用の安定を図るための施策の

策定・推進(臨時国会に法案提出)

(4)女性の就労支援等

都市部(待機児童を多く抱える地域)(こおける質の高い保育サービス整備を加速する方策の早急な検討

子育て期の女性や若年層を対象とした地域のセミナー等への就労・再就職支援アドバイザー(仮称)の

講師派遣

女子学生等を対象にした「ライフプランニング支援jの推進(再掲)

ポスドク等若手研究人材を活用した共同研究ブ9ロジェクトの着実な実施と参加した研究人材の就業機
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会の拡大

一地域における優れた技術や潜在力を活用していくため、ポスドク等の研究人材について、大学・公的

研究機関・民間企業・自治体等が連携して行う共同研究プロジェクトへの従事等の実践的な教育を施

し、育成を図る

偽装請負、派遣契約の中治解除の防止なr、法令i尊守に而け骨相導監替の徹底

事業主への働きかけや助成金の活用による他産業への失業なき労働移動の促進

12. r緊急雇用創造プログラム』の推過|
(1)3つの重点分野におけるプログラムの推進

く介護雇用創造〉

①「働きながら資格をとる』介誇雇用プログラム

求人ニーズが高い介護分野で、働きながら資格取得(介護福祉士、ホームヘ/レバー2級)ができるよう支

援するプログラムを創設

資格取得のための研修費用の手当及びl年又は2年の実践的な雇用経験の付与等を可能にするた
め、「緊急雇用創出事業」の要件を緩和

実習免除等の働きながら資格を取ることを容易にするための措置の導入等

地方自治体に対して、①重点事業としての事業採択と事業の煎倒し執行、②介護サービス施設、事業

者への積極的な周知を要請

②介護人材確保施策の推進

全国地域包括ケア推進会議¢設置、介護職員処遇改善交付金の周知を通じた介護職員の処遇改善

主要なハローワークに設置している「福祉人材コーナーJをはじめとして全国のハローワークで介護分野
の求人開拓を重点実施

助成金や職業訓練を活用した介護分野の人材確保・定着

③介護サービス整備の加速化等

「介護基盤の緊急整備特別対策事業」による介護基盤整備の推進

大都市部の自治体の意向を踏まえた認知症対応型グループ涼一ムのユニット数の拡大による整備の促

進 (2ユニットから3ユニットへ)

高齢者の地域生活を支援する者を養成(f緊急雇用創出事業J及び「ふるさと雇用再生特別基金事業」
を活用)

くグリーン(農林、環境・エネルギー、観光)雇用創造>

①「働きながら職業能力を高めるJグリーン雇用プログラム

(農林水産分野)

O 以下の事項について「緊急雇用創出事業」、「ふるさと雇用再生特別基金事業J、「緊急人材育成支援
事業j等を活用し実施するとともに、これら事業の運用について通知を発出し、生産現場での活用を促

進

農林水産分野での雇用創出・就業促進の積極的展開

耕作放棄地の権利関係の調査、新たな参入者とのマッチング、軽微な農地再生作業等の耕作放棄地

再生に向けた取組の実施
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農山漁村の6次産業化一直売所の設置や地域ブランドの立上げ等の取組み、農商工連携の担い手た

るλ材育成のための研修強化

一地域の農林漁業者と中小商工業者との連携により新事業を創出し、雇用の場を拡大するため、農商工

連携の担い手たる人材を育成するための研修事業について、より多くの受講希望者に機会を提供す

べく対象者数を拡大

O 農林水産省等と連携したガイダンス及び合同企業面接会の早期実施

(環境・エネルギー分野)

住宅用太陽光発電システム施工の無料講習会の拡充による施工人材の育成及び施工ガイドラインの策

定

一住宅用太陽光発電システムの設置には専門的知識が必要なため、施工に係る専門人材育成のための

無料講習会を拡充するとともに、施工の手順書となる「施工ガイドライン」を今年度中を目途にまとめる。

企業等における省エネ・C02排出削減を担う人材の育成

一京都議定書の目標達成等に向け、中小企業や農林業、オフィス・底舗等業務部門などの省エネ・C02

排出削減を加速化することが重要であるが、このため、特に企業OB等を活用し、「エネルギー管理士」

等の裾野拡大・質的向上を図るとともに、「園内クレジット制度J等に関する審査・検証・アドバイスに係
る人材やそのスタッフ等の育成を図る(必要に応じ「緊急雇用創出事業Jや「緊急人材育成支援事業」
などの活用を図る)。

環境省が推進するオフセットクレジット(J-VER)制度の対象となるプロジェクト分野を追加し、中山間地
域等における温室効果ガス排出削減・吸収対策の推進とそれを担う人材を育成

グリーンワーカー事業の対象拡大(生態系保全や外来種対策を事業対象}こ追加する等)

(観光分野)

観光産業の人材ニーズの情報提供

観光人材の育成u緊急人材育成支援事業jの活用による教育訓練の実施)
外客誘致促進、国内旅行促進、観光圏の整備促進等の効果的な施策展開を加速化することで、観光

立国を実現し、観光産業の雇用を拡大する。

②森林・林業再生の促進

(ア)緊急的な取組ー「森林整備加速化・林業再生事業」の運用改善等

(1)r森林整備加速化・林業再生事業」の運用改善(人材養成の重視、施業ω集約化の推進等)
O 建設業等からの新規参入等に必要な研修の実施及び施業の集約化に向けた取組の強化等以下の所
要の運用改善

人材養成の重視

一事業を担う人材養成のため、講師養成研修及び「間伐」、「路網整備」、「境界明確化」、「林業機械の

導入」の事業実施主体向け研修を実施

平成22年度から以下を実施

施業の集約化¢推進

一一都道府県ごとにf集約化等実施計画」を策定

一事業成果の公表

木材加工流通施設・木質ノ〈イオマス利用施設等整備の改善

木造公共施設等整備の改善

(2)集約化施業・路網整備の推進に向けた森林情報の整備・人材育成等

O (1)を前提に、森林吸収目標の達成に向け、必要な間伐等の森林整備を進めつつ、集約化施業や路
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網整備を加速化し、利用問伐を拡大。このため、森林の境界・所有者・施業履歴等の情報整備、施業

プランナーの活動支援、建設業従事者を活用した路網技術者など必要な人材育成等について、「緊

急雇用創出事業J、「ふるさと雇用再生特別基金事業」、「緊急人材育成支援事業」の活用を図る

(3)地域材の地産地消や林業経営者の活動等による地域における緊急の雇用創出等(f緊急雇用創出事

業」、「ふるさと雇用再生特別基金事業J、「緊急人材育成支援事業」の活用)

O 地域材の地産地消に向けた家具、木工品等の製品開発、加工技術、マーケティング等に関する研修・
訓練の実施

O 林業研究グループが行う研修等の補助的業務や林業研究グループの構成員である林業経営者の事
業活動の補助的業務に従事しつつ、研修・司l線を実施

(4)その他

公共建築物及び公共土木工事における木材利用の拡大や火力発電所における石炭とチップ等の混焼

の拡大に向けた措置を講ずることにより、チップ工場等における雇用を創出し、「緊急雇用創出事業」、

「ふるさと雇用再生特別基金事業」、「緊急人材育成支援事業Jの活用を図る。

(イ)中長期的な取組ー「森林・林業再生プラン(仮称)Jの作成

森林・林業の再生に向け、以下の点を理念・目標とした「森林・林業再生プラン(仮称)Jを、年内を目途に

作成Lヘ関連施策を推進する。

く理念・目標>

①森林の多面的機能の持続的発揮

②森林・林業を基軸とした、付加価値の高い地域資源創造型産業の創出

③木材利用・エネルギー利用拡大による森林・林業の低炭素社会への貢献

④地球温暖化対策と連携した、 10年後の木材生産量

③関連施策の推進

建設企業の成長分野展開支援

成長分野展開を図ろうとする建設企業の試行的取組に対する支援、相談体制の整備、情報の周

知、共有化

一成長分野への展開に必要な教育訓練の支援(建設教育訓練助成金等の活用促進)

住宅リフォーム市場の活性化、木造住宅の振興

・ 地域のICTの利活舟促進

く地域社会雇用創造〉

O 雇用支援分野での「社会的企業」の活用

地域再生・街づくり、環境・農林、介護・保育、教育・人材、起業支援等の多様な生活関連サービス分野

における新たな雇用の場として、NPOや社会起業家などが参加する「社会的企業」主導の「地域社会
雇用創造Jを推進する

特に若者など困難を抱えた人々を労働市場に結びつける雇用支援分野での活用を図る(f緊急人材育

成支援事業」、 fふるさと雇用再生特別基金事業J及び「緊急雇用創出事業Jの活用)

NPO法人等の社会的企業が保育所との連携の下に行う家庭的保育事業の試行的実施(離職者等を雇

用して家庭的保育者研修を実施した上で利用者との契約により自宅で乳幼児を保育、安心ことも基金

を活用して実施)
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(2)雇用創造のための既存施策・予算の活用

or緊急雇用創出事業」等の運用改善と前倒し執行等

<事業の運用改善>

{ア)r働きながら資格をとる」介護雇用プログラム実施のための「緊急雇用創出事業」の運用改善(前述)

(イ)r緊急雇用創出事業Jの要件緩和

現在、雇用期筒6か月以内で介護・福祉・教育等の分野に限って1度の更新を可能としているところ、全
ての分野で1度の更新を認める。さらに介護については、雇用期間を1年以内に延長し、 1度の更新を

可能とする

事業費に占める人件費割合、新規雇用の失業者割合を新規雇用失業者の人件費割合2分のl以上に

緩和

(ウ)rふるさと雇用再生特別基金事業」の要件緩和

・ 事業収益について、事業が継続され、継続して労働者を雇用する場合、委託元への返還を不要とする

く事業の前倒し執行>

(エ.)r緊急雇用創出事業』の事業の前倒し執行等

地方自治体に対して、上記の運用改善への対応及び緊急雇用創造の観点から、事業の前倒し執行を

要請

く制度の活用等>

(オ)r働きながら職業能力を高める」雇用プログラムを支える職業能力評価制度(rジョブ・カード制度Jなど)

の活用

※fジョブ・カート市リ度jは、企業実習と座学を組み合わせた実践的な職業訓練の機会を提供し、フリーク

ー等が正社員となることを支援することを目的としている。

(カ)再就職に効果的な職業訓練の提供の在り方に関する検討

訓練実施機関等の選定に関し、再就職の成果を上げるインセンティブが働きやすい方法について検討

(キ)地方公共団体への支援

地方公共団体が実施する緊急雇用対策について、特別交付税により支援する。
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見1I添2

rr働きなが包資格をとる」介護雇用プログラム』の倉l殿
~給与を得ながら無料で養成講座を受講できるプログラム~

1 r介護雇用プログラム」の概要

離職失業者等の短期の雇用・就業機会を創出することを目的とする

「緊急雇用創出事業」の委託事業の要件を緩和し、介護施設が離職失業

者等を有期雇用契約労働者(1年以内の契約を更新し、最長 2年間)と

して雇い入れ、介護施設で働かせるとともに、介護資格(ホームヘルパ

ー 2級又は介護福祉士)取得のための養成講座を受講させる事業の委託

を可能とするもの。

2 緊急雇用創出事業の要件援和

(1)事業費に占める新規雇用失業者の人件費割合を 2分の 1以上とす

る(従前:人件費割合7割以上)。

(2)雇用期間を 1年以内とし、更新を含め最長 2年間(従前:原則6か

月未満)。

(3) 雇入れ事業所外での養成講座の受講を可とする(従前は不可)。

3 都道府県の取組み

(1)都道府県介護主管部局において、 「介護雇用プログラム」に基づく

事業計画案を策定し、緊急雇用創出基金主管部局による事業案として

の採択を受ける。

(2) 緊急雇用創出事業関係補正予算案を 12月都道府県議会に提出し、

審議を受ける。

(3) 予算案成立後、 「介護雇用プログラム」事業を公募にかけ、介護事

業者等と委託契約を締結する。

※ 実施するか否かはあくまでも地方公共団体の判断となる。



4 介護事業者等の手続き等

(1)介護事業者等は、地方公共団体との聞で、ホームヘノレバー 2級又は

介護福祉士の資格取得を目指す離職失業者等を有期雇用契約労働者

( 1年以内の契約を更新し、最長 2年間)として雇い入れ、地方自治

体から事業経費を受け、介護施設で働かせるとともに、介護資格(ホ

ームヘノレバー 2級又は介護福祉士)取得のための養成講座を受講させ

る事業の委託契約を締結する(養成機関における受講料及び雇入れ期

間中の対象者の賃金(講座受講中の時間も賃金支払対象時間)を事業

経費とする。)。

(2) 介護事業者等は、雇い入れた対象者に対し、介護施設における介護

補助労働とともに、養成機関における受講を指示する。

(3) 介護事業等は、対象者に対し、講座受講中を含め、雇入れ期間中の

賃金を支払う。

(4) 対象者は、介護事業者等から給与を受けながら、無料で養成講座の

受講、就労をする。

5 rプログラム」の具体例

(1) ホームヘノレバーの養成を目指すコース:別紙 1

(2) 介護福祉士の養成を目指すコース.別紙2

6 働きながら介護資格を取得した労働者の正規雇用の推進

(1)当該介護事業者における正規社員としての雇用契約の締結を促進する。

(2) 当該介護事業者における正規社員として雇い入れられない場合には、ハ

ローワーク等において介護分野における職業紹介に努める。

7 対象者数(見込み)

平成23年度末まで 3. 3万人「平成21年度 O 似

平成22年度 1. 5万人

平成23年度 1. 5万人



wr働きながら資格をとる」介護雇用プログラム』の枠組
~ホームヘjレパー2級の養成を目指すコースの場合~

地方公共団体

一一一-※緊急雇用創出事業を、介護施設に委託
介護施設:離職失業者等を有期雇用契約(1年以内)にて雇入れ

養成機関における講座受講とともに、施設における介護補助労働を業務指示
委託事業費:講座受講中を含め、雇入れ期間中の対象者の賃金

養成機関における受講費用等

O 通常通学時:養成機関における
日課終了後、要介聾者への
夕食・入浴の世晋などの介
聾補助勢価

0休講日及び受講終了後
一般職員と同様のシフトで

勤務可能

9:00 

12: 1 0 

13:10 

16:20 

17:20 

19:00 

O講座受講中の週間スケジュール(例)

月曜 火曜 水曜 木曜 金曜

仁ヨ養成機関における講義及び実習ドボ山内 "，...".."…川 内川内ド

ー.昼休み

.養成機関から施設への移動時間

圃圃介護施設における介護補助労働

※なお、夏期・冬期等の長期休畷中は通常シフトで勤務可能

I ~Jj *lt 1 I 



wr働きながら資格をとる」介護雇用プログラム』の枠組 11υ盟2
~介護福祉士の養成を目指すコースの場合~

地方公共団体

一一一.一
※緊急雇用創出事業を、介護施設に委託

介護施設:離職失業者等を有期雇用契約(1年契約を更新して実質2年)にて雇入れ
養成機関における講座受講とともに、施設における介護補助労働を業務指示

委託事業費:講座受講中を含め、雇入れ期間中の対象者の賃金
養成機関における受講料等

O 通常通学時:養成機関における
日課終了後、要介瞳者への
夕食・入浴の世話などの介
瞳補助労働

O長期休暇時:一般職員と同様
のシフトで勤務可能

9:00 

12: 1 0 

13:10 

6:20 

7:00 

19:00 

O 年間スケジュール(例)

次、 J争点^~ n.~ n.~ ベ争点点 入。 n~ n.~ 
・ へーヘ ヘ

仁コ養成機関における講義及び実習

.昼休み

.養成機関から施設への移動時間

.介護施設における介護補助労働

介護福祉士養成機関

0雇用契約期間内に、給料を
得ながら無料で、介護福祉士
資格取得のための、通常の
講座を受講する。

o 2年間で1800時間の講義
(学科、実技及び実習)を
受講する。

※なお、夏期開冬期等の長期休暇中は通常シフトで勤務可能




